
１．　は　じ　め　に

　国連の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）報告書（２０１３）は，地球

の気温上昇を産業革命以前と比較して２度以内に抑えるためには，温室効

果ガスの排出量を２０５０年に２０１０年比で４０－７０％削減する必要があると指摘

している。また，世界自然保護基金（WWF）によれば，現在の世界全体の

エコロジカル・フットプリント（Ecological Footprint）は，地球の回復能力

の５０％を超えている水準にある（WWF ２００９）。こうした事実から，地球環

境問題の解決には，先進国経済・企業のみならず発展途上国経済・企業が

経済活動に伴う環境負荷を削減し，持続可能な発展を目指す必要がある。

それ故，先進国の進んでいる環境技術あるいは取り組みが先進国間で移転

されるだけでなく，できるだけ発展途上国に移転され普及することが地球

規模の環境負荷の削減には重要である。

　持続可能な発展の実現に向けて，個別企業の製造工程での取り組みから，

ライフサイクルを通した取り組み，さらにはサプライチェーンにおける取

り組みが国際的課題として認識されている。環境経営がサプライチェーン

全体にわたり普及し効果を上げるためには，環境経営の組織間移転につい

て移転方法，プロセス，制約条件などが明らかにされる必要がある。

　本稿では，特に環境経営の国際移転の視点に立って，多国籍企業から海

外事業へ環境経営がいかに移転されているか，さらに本社国内事業と海外
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子会社における環境経営メカニズムにどのような違いがあるか，比較論的

に考察する。そこで以下，第２節では，環境経営移転に関する先行研究の

レビューを行う。第３節では，分析方法を説明する。第４節では，使用す

るデータについて説明する。第５節では分析結果を検討する。第６節は結

論と研究の意義を述べる。

２．　先　行　研　究

　海外直接投資では，資本のみならず人材，技術，設備・機械，経営ノウ

ハウ，マーケティング・スキルなど事業に必要な多様な経営資源が総合的

に海外へ移転される。それゆえ，直接投資に伴って行われる環境経営の移

転も多様な側面を含んでいる。環境経営の海外移転の研究ついては，経営

の海外移転や技術移転あるいは直接投資に関連する研究が重要な基礎を提

供する。経営移転に関する研究で，環境保全の視点を明示的に取り入れて

いる研究は限られるが，経営移転に関する先行研究をもとにしながら，環

境経営の移転に関連する研究を取り上げよう。

　なお本稿では，環境経営移転とは，環境負荷削減にかかわる活動および

システムを他の組織あるいは組織単位に移転することであると定義する。

この移転は，同一組織内の部門間の移動，異なる組織間での移動のいずれ

をも意味している。したがって，多国籍企業から国内子会社，海外子会社

への移動も，仕入れ先であるサプライヤーへの移動もともに分析の対象で

ある。

　環境経営移転に関連する研究には大きく分けて４つのアプローチがある。

第１に，環境技術および環境イノベーションの国際移転がある。Popp

（２００６）によれば，環境技術の国際移転は現地市場へ技術を適用するために

研究開発機能がどれほど必要になるかによって制約される。これに対し，

Jaffe=Trajtenberg（１９９９）は特許データを用いて特許技術が国際的にどのよ

うに移転するか分析している。Jaffeらの研究によると，特許は同一企業内

でより多くより早く引用される。つまり，同一企業内での移転は異なる企
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業間よりも移転が相対的に早いこと，次に，発明者が同じ国に住む場合の

特許は他の国に住む場合に比べて３０－８０％多く引用されること，つまり同

一国内での移転は国際移転よりも相対的に早く行われることを明らかにし

た。

　技術の移転・普及は後述の吸収能力と密接に関係するが，特にイノベー

ション研究の分野では「技術の社会的構成」に依存することが言われてき

た。「技術の社会的構成」とは，技術が社会的条件，市場条件，企業要因が

相互作用的に働くプロセスであって，その複合的システムの諸条件に規定

され移転されることを意味している。これは環境技術の移転・普及にも適

用されるものである。

　第２は，資源ベース論およびその発展としての組織能力論である

（Barney, １９９１; Teece et al., １９９７）。資源・能力が成長の基礎であると考え

る資源ベース論の考えを用いれば，直接投資に伴う環境経営の移転は親会

社から海外子会社への組織能力の移転としてとらえることができる。環境

経営の移転は，環境負荷を削減する様々な活動，機械・設備の移転，経営

資源や能力の移転を伴うからである。

　こうした経営資源・能力を円滑に移転することができなければ，政府の

環境規制や取引先の要請に対応できず企業は競争力を得られないであろう。

すでに主要な企業では環境マネジメントシステムや化学物質管理システム

の構築をその取引先に要請している。そのため取引先は環境対応能力を含

め海外子会社でも組織能力の向上を同様に求められている。

　第３に，環境経営システムの移転に関する研究がある。日本的経営や

リーン生産システムの海外移転が注目される中で，Florida（１９９６）は，環

境経営がどのように移転されるのか，日本企業の米国における事業展開の

中でその取り組みの特徴を限定的ではあるが分析している。管理的・技術

的側面の中では環境マネジメントシステムや全社的品質管理の適用である

全社的品質環境管理（Total Quality Environmental Management）が移転さ

れることを明らかにしている。
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　関連して，生産システムの特徴であるサプライヤー・アセンブラー関係

の研究が，浅沼（１９８４）の研究を契機に１９９０年代に入って急速に進んだ

（Dyer, １９９６）。特に，サプライヤー・顧客関係の中でのサプライヤーの組織

能力の向上，組織能力の移転・学習，関係の持続性が自動車産業を中心に

研究されてきた（Sako, １９９６; Dyer, １９９６; Dyer and Nobeoka, ２０００）。これ

らの研究によって，サプライヤー能力の向上はネットワークに基礎をおい

た学習によって効果的に実現することが強調された（Sako, １９９６; Dyer and 

Nobeoka, ２０００; Dyer and Hatch, ２００６）。これらの研究は，サプライヤー・

顧客関係に注目することから関係性アプローチ（Relational View）と呼ばれ

る。

　関係性アプローチは，サプライヤー・顧客関係における価値連鎖資産の

特殊性を強める投資が能力の向上をもたらし，競争優位の強化に結びつく

ことを指摘している。とりわけ，ネットワークの中にあるサプライヤーは，

ニーズ情報，最新技術情報などの情報入手にすぐれ，情報共有，対面コ

ミュニケーション，ゲストエンジニアなどを通して能力向上が促進される

ことが明らかにされてきた。サプライヤーの能力向上は，ネットワークの

関係性による情報の共有および学習に基づいて説明されている（Dyer, 

１９９６; Dyer and Nobeoka, ２０００;真鍋・延岡，２００３）。

　取引関係とその事業システムの移転・普及によってサプライヤーの生産

効率や製品品質が向上することを説明する関係性理論は，組織能力を重要

な説明概念としており組織能力論と重なっている。それはサプライチェー

ンの中の個々の企業が組織能力を高める理由を説明している。

　こうして効率化の目的とともに，環境負荷・環境リスク削減の目的でサ

プライチェーン管理が展開されることになった。サプライチェーン管理は，

資源生産性の向上および環境リスクの削減を促進し，競争優位を強めるた

めにグローバルに展開することが求められ，海外サプライチェーンまで考

慮に入れた環境経営の海外移転が不可避となるのである。

　第４に，知識の移転に関する研究である。経営にとって知識はもっとも
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基盤的な要素である。Zander=Kogut（１９９５）は，組織能力の移転は基礎に

ある知識資源に関連していることを指摘する。持続可能な社会のためには，

優れた環境技術・取組みをできるだけ早く広く普及させることが求められ，

その知識の移転・学習が必要になる。

　しかしそれには，一方で，知識・イノベーションの開発コストとインセ

ンティブがかかわっている。例えば特許や知的財産権が保護されず，コス

トをカバーできないときやインセンティブが与えられないとき，リスクの

ある環境イノベーションに積極的に取り組む理由はなくなり環境技術の開

発は停滞せざるを得なくなる。すると環境技術の移転・普及は制度的な障

壁に直面してしまう。

　他方で，知識の移転は受入側の吸収能力にかかわっている。Cohen and 

Levinthal（１９９０）によれば，企業にとって吸収能力は企業が持っている関

連する事前知識の水準の関数である。すなわち，事前知識が学習の基礎と

なり将来の能力の発達を制約すると考える。そして，吸収能力は，第１に

事前の関連知識と，第２に送り手と受け手の組織間の相同性（homophily）

の程度によって決定されると説明される。その意味で，企業の吸収能力は，

国際知識移転の重要な規定要因になる。Szulanski（１９９６）は，組織内の知

識移転についてその主要な障害として受け手の吸収能力，知識の因果関係

のあいまいさ，知識の送り手と受け手の関係のまずさ，があると指摘する。

このように組織能力の移転は，吸収能力によって規定される知識移転の観

点から説明されている。

　知識の組織間移転の分析は，競争優位がサプライチェーンの活動に依存

していること，さらに環境コストの削減や環境リスクの削減を可能にする

組織能力の獲得を知識移転に注目して説明するところに意義がある。これ

は多国籍企業の存在理由を知識移転の概念によって説明することを表して

いる。

　これらの先行研究を基礎に，本稿では環境経営移転の分析モデルを考え

る。その理由は，企業による経済パフォーマンスの達成が可能であるのは，
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市場での競争優位をもたらすことができる組織能力を構築するときであり，

同じく環境パフォーマンスの向上についても組織能力の向上が基礎にある

ときであるからである。競争優位が得られ経済パフォーマンスの向上が期

待されるならば，環境への取り組みが積極的に行われるであろう。しかし

その時，個々の企業による環境戦略の違い，受け入れ側の諸条件の違い，

市場やステークホルダーを含む外部要因の違いが，環境経営の取り組みに

影響する。では，いかなるメカニズムで環境経営が行われるのか，本社お

よび海外子会社について行った２つの調査に基づいて因果的構造を吟味す

ることにしよう。

３．　分　析　方　法

（１）　分析フレームワーク

　大規模な企業では，特定の組織単位で獲得された組織能力を，組織内で

移転・学習し全社的な能力として構築することによって業績改善と競争力

強化に結び付けることがますます重要になっている（Szulanski, １９９６）。そ

れは環境経営についても妥当する。環境経営の取り組みは，省資源・省エ

ネルギーによるコスト削減，環境リスク削減，その結果として競争優位の

強化をもたらすからである。こうした取り組みはサプライチェーンにまで

拡大されて考えられるようになった（Esty and Porter, １９９８; 井口　衛他

２０１１）。

　本稿では，組織能力論及び価値連鎖モデルをベースにした環境経営移転

の分析モデルを考える。組織能力論は，親会社と子会社の環境取組みの組

織能力にはどのような違いがあるのか，また具体的にどのような環境取り

組みとして実現するのか考察する視点を提供する。これに対し価値連鎖モ

デルは，価値連鎖としていかなる組織能力の構築が価値を有し競争優位を

持つのか説明する。そのモデルではコスト促進要因をコントロールし価値

連鎖を構築することが重要である（Porter, １９８５）。こうして両者は，価値連

鎖の中のいかなる機能に力点を置いて，それをどのように構築することが
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組織能力を高め顧客価値を生むのか思考枠組みを提供する。

　われわれの分析フレームワークの特徴は，第１に，市場や環境規制の外

部条件に適応しながら，資源・能力をベースに環境取り組みが展開される

と考える。第２に，それは戦略および組織のレベルで取り組みを強める。

第３に，こうした取り組みの結果，環境パフォーマンスおよび経済パ

フォーマンスを高めることが期待される。

　本稿は，このフレームワークをベースとして環境経営はいかに実施され

るのか，親会社と海外子会社の２つのレベルのメカニズムを考察する。ど

のような外部要因がどのような環境行動を強めるのか，また，環境行動は

どのようにパフォーマンスを高めていくのか，共分散構造分析の手法を

使って実証的にそのメカニズムを明らかする。

　しかし，注意すべきことは，多国籍企業の国内経営の取り組みとその海

外子会社の取り組みは，外部条件，内部条件が異なっている。海外子会社

には，その重要な要因として親会社が存在し，子会社の経営戦略，投資，

人事を支配している。海外子会社とっては親会社が大きな存在である。そ

れゆえ，親会社の経営の規定要因と海外子会社の経営の規定要因は全く同

じというわけではない。そこで海外子会社の分析には，親会社について適

用されるフレームワークを一部修正する必要があり，図１のフレームワー

クを用いる。その上で本稿は，多国籍企業の国内での取り組みと海外子会

社の取り組みを比較しその特徴を考察する。
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図１　環境経営移転の基本的分析フレームワーク



（２）　主 要 概 念

　まず，主要概念を説明する。図１に沿って海外子会社の分析に使われる

概念から説明し，親会社の分析概念を追加して説明する。

　第１の概念は外部要因で，企業が知覚する外部からの影響をもたらす要

因である。企業にとって，様々な外部要因が機会や脅威を作り出す。企業

には様々なステークホルダーがいる。その中で，国際機関，政府，市場，

地域社会が影響力を強めている。政府は環境規制を課すことができ，顧客

は事業内容について直接要請がある。顧客は市場ニーズを反映するもので

市場を間接的に表している。また企業が立地する地域社会の受け入れがな

ければ事業の継続は難しい。政府規制，地域社会，取引先・顧客は，企業

にとって中心的な外部ステークホルダーであるとともに主要な外部環境圧

力の源泉である。これらのステークホルダーは，企業にその社会的責任を

果たすように圧力をかけ環境への取り組みを促している。環境規制と企業

市民としての責任は企業の環境戦略における鍵となる要因である（Florida, 

１９９６）。なお投資家は，一般的には重要なステークホルダーであるが，海外

子会社への影響力は強くない。発展途上国で事業展開する海外子会社が株

式市場へ上場しているケースはまれであるからである。

　そこで本稿は，外部ステークホルダーとして，政府，顧客，地域社会を

取り上げる。すなわち，外部要因は「各種環境政策を決定し規制を課す政

府の要請（GOV）」，「企業が活動する地域社会からの要請（COM）」，「消費

者およびその集合としての市場を含む顧客からの要請（CUS）」の３つの指

標から構成されている。

　第２に，国際な事業活動を展開する多国籍企業が存在する。ここでは多

国籍企業とは複数国にまたがって事業を展開する企業であると広義に定義

する。多国籍企業は，海外子会社にとって規定要因である。

　多国籍企業自身による環境経営の取り組みには，戦略的側面と組織的側

面がある。意思決定を規定する環境戦略は，環境経営の中心的機能を果た

している（Popp, ２００６）。海外事業は多国籍企業の環境戦略によって影響さ
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れる。親会社分析では，その戦略要因を環境経営優先度，イニシアチブで

測定する。組織要因は工程対策，エコデザイン，廃棄物リサイクルの技術

的側面と，ISO１４００１，環境報告書，環境会計の管理的側面でとらえる。

　しかし本稿は，海外子会社をあわせて分析対象としている。子会社を対

象とする調査によって親会社の戦略を子会社の立場から評価することはバ

イアスが入りやすい。そこで子会社分析では，代替的に子会社からの判別

が比較的容易な親会社の環境方針を反映した環境取り組みとして，環境マ

ネジメントシステム（ISO）とグリーン調達（GREN）を取り上げる。

　第３に，海外子会社がある。子会社については戦略と組織の側面に注目

する。海外子会社の戦略的側面としては，経営者による課題の認識と環境

戦略目標の設定が重要である。そこで企業戦略における環境保全取り組み

の優先度を表す「環境経営優先度（GOAL）」に加えて，環境イニシアチブ

として「環境問題に対するトップリーダーシップは強い（LDS）」，「環境経

営のために従業員が積極的に参加している（PAR）」の３つの指標から組織

イニシアチブを構成する。続いて，組織的側面は，「ISO１４００１の認証取得

（ISO）」，「環境報告書の作成（REP）」を合わせて環境マネジメントシステ

ム（MANA）とし，もう一つの指標をグリーン調達（GREN）とした。

　第４に，環境経営に関連するパフォーマンスには，経済パフォーマンス

と環境パフォーマンスがある。環境パフォーマンスについては，環境経営

の取り組みの結果として，環境の質に影響が現れる。

　環境パフォーマンスは，大気汚染，水質汚濁のほかに地球環境問題で取

り上げられる様々な環境負荷がある。それらは大別すると，①，CO２を含む

温室効果ガスの削減とそのもとになるエネルギー削減，②，有害化学物質

の削減，③，廃棄物の削減と省資源・リサイクルである。

　本稿では海外子会社の環境パフォーマンスは，水（WPER），大気

（APER）の指標を用いる。これに対し経済パフォーマンスは，一般的には

利益や成長などの指標が用いられる。本稿では海外子会社の経済効果につ

いてはコスト効果（EFFECT），収益（RETURN）を取り上げる。EFFECT
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は，「環境への取り組みにより一定の経済効果が得られている」，RETURN

は「環境への取り組みによる経済効果は費用を上回っている」を表してい

る。
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表１　日本企業本社の基本データ

Mean SD Variable

（０．９０）３．７８環境対策に関する政府の規制・指示は強い政府規制

外部要因 （０．９３）３．６２環境対策に関する地域社会の要請が強い社会要請

（０．９１）４．０３環境対策に関する顧客（取引先または市場）の要請
が強い顧客要請

（０．７１）４．３５環境問題に対するトップのリーダーシップは強いリ ー ダ ー
シップ

環境戦略 （０．７５）４．０２環境経営のために従業員が積極的に参加している従業員参加

（０．７９）３．８９環境管理者の会社内の発言力は強い責任者権限

（０．７０）４．４０環境負荷の削減を重視している環境優先度

（０．４８）０．６５環境報告書またはサステナビリティ報告書を作成し
ている環境報告書

組　　織

（０．５０）０．５３環境会計を導入している環境会計

（０．２５）０．９３ISO１４００１を取得しているISO１４００１

（０．５６）４．５４製造工程での環境対策に取り組んでいる工程対策

（０．７６）４．３３環境志向の製品設計・開発を行っている設計対策

（０．６６）４．５９廃棄物の再利用・再資源化に取り組んでいる廃棄物対策

（０．７４）４．２９CO２排出削減に積極的であるCO２削減環境
パフォー
マンス

（０．７７）４．３７大気汚染対策に積極的にとり組んでいる排ガス対策

（０．８０）４．４０排水処理対策に積極的にとり組んでいる排水処理

（０．９５）２．９１環境への取り組みは経済効果が費用を上回っている費用便益性

経済
パフォー
マンス

（０．９０）３．７３環境への取り組みは一定の経済効果が得られている経済効果

（０．６７）３．３７顧客からのクレーム数が多い （※逆転項目）クレーム

（０．８５）３．９３顧客または取引先と共同で問題解決に取組む姿勢が
強い共同解決

（０．５８）４．４４顧客または取引先との取引関係は安定している顧客関係

注：数値は５段階評価。ただし，環境報告書，環境会計，ISO１４００１は３段階評価。



４．　デ　　ー　　タ

　本稿では，２つのデータセットを利用して，環境経営メカニズムを分析

する。第１は，日本企業本社を対象にした調査データで２００７年１１－１２月に

アンケート調査によって得られている。１，１００社を対象に郵送質問票を送付

し，３１８社の有効回答があった。このデータセットの中の親会社と次の第２

のデータセットの海外子会社は，資本関係のある同一企業グループの親会

社と子会社のセットではない。それぞれ独立した企業である。第２は，ベ
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表２　海外子会社の基本データ

Mean SD Variable

（０．８２）３．７８現地政府の環境政策・規制は厳しいGOV

外部要因 （１．２０）３．０９現地地域社会の環境要請は強いCOM

（０．９３）３．９８現地市場の環境要請は強いCUS

（０．７０）２．６８親会社は ISO１４００１認証を取得しているPISO

親会社取組 （０．５１）２．８２親会社は環境報告書を作成しているPREP

（０．８６）３．７９親会社はグリーン調達を実施しているPGREN

（０．７９）４．０８環境負荷削減について達成目標があるGOAL

環境戦略 （０．７０）４．０３環境問題に対してトップはリーダーシップを発揮し
ている

LDS

（０．７１）３．９４環境への取組みに従業員が参加しているPAR

（０．８３）２．３９ISO１４００１認証を取得しているISO

組　　織 （０．４８）２．８６環境報告書のデータを作成しているREP

（１．０７）３．１９グリーン調達基準は本社工場と同水準であるGREN

（０．６３）４．１３大気汚染防止の取組みは成果をあげているAPER環境
パフォー 
マンス （０．６５）４．０６水質汚濁防止の取組みは成果をあげているWPER

（０．９１）３．５４環境への取組みにより一定の経済効果が得られているEFECT経済
パフォー 
マンス （１．０１）２．９９環境への取組みによる経済効果は費用を上回っているRETURN

注：数値は５段階評価。ただし，ISO１４００１（PISO，ISO），環境報告書（PREP，REP）は３段
階評価。分析では PISOと PREPの和を PMANA，ISO と REPの和を MANAとした。



トナムで事業を展開する日本企業が環境保全を意識したいかなる取り組み

を展開しているのか，ベトナム子会社を対象に質問票による調査から得ら

れている。ベトナムでは，２０１１年１－３月にかけて調査を行い，９６社の回

答を得た。ベトナムに進出している日系の製造業企業４００社をリストアップ

し，ハノイ，ホーチミンの両地区でベトナム人研究員および大学院生を雇

用して直接訪問聞き取りによるアンケートを実施した。われわれの分析目

的に基づいて作成した分析フレームワーク図１に沿って質問項目を設定し，

質問票調査を行った。

　ベトナムを調査対象とした理由は，ベトナムは１９８６年にドイモイ（刷新）

政策を発表し市場経済へ移行したが，アセアン諸国の中ではシンガポール，

タイ，マレーシアに比較すると遅れて市場経済に移行した国である。した

がって，その取組みは経済発展の段階を反映しながら多国籍企業の活動が

行われている。ベトナムを取り上げることは，アセアンの後発国を代表す

る取り組みの特徴を明らかにする意義がある。またベトナムはアセアン諸

国のなかで比較的日本企業が多く進出し分析に必要なサンプル数を確保す

ることが期待できることもその理由の一つである。

　本社およびベトナム子会社の環境経営に関するアンケート回答はいずれ

も，リッカート方式の５段階尺度で測定されている。１＝強く否定する， 

５＝強く同意するである。ただし環境報告書，環境会計，ISO１４００１は３段

階評価（３＝実行している， ２＝準備中， １＝実行していない）の回答で

ある。

　日本本社データの調査対象企業は，規模別には従業員１－２９９人の小規模

企業が４２社（１３．２％），３００－９９９人の中規模企業が１１４社（３５．９％），１，０００

人超の大規模企業が１６２社（５０．９％）である。また，業種別には，加工組立

型産業１５２社，基礎素材型産業１１４社，生活関連型産業４９社である。他方，

ベトナム日系企業では，規模別には，小規模企業が４１社（４３．７％），中規模

企業が３５社（３６．５％），大規模企業が２０社（２０．８％）である。
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５．　分析結果とディスカッション

（１）　分 析 結 果

　本節では，本社およびベトナム子会社に対して行ったアンケート調査か

ら得られたデータを使って共分散構造分析を行い環境経営のメカニズムを

分析する。

　図２は，親会社の環境経営メカニズムについての分析結果である。この

結果から，第１に，外部要因は環境戦略と有意に関係しているが，組織の

取り組みとは有意な関係にはないことがわかる。すなわち，外部要因が組

織的取り組みに直接作用する因果的関係は認められない。組織の取り組み

はむしろ企業の環境戦略を通して促進されている。第２に，組織および環

境戦略は，両者が環境パフォーマンスを高めるように作用している。第３

に，環境戦略および組織が環境パフォーマンスへ有意に作用しているとき，

環境パフォーマンスは経済パフォーマンスを高める作用がある。第４に，

その結果として，環境戦略と経済パフォーマンスとの間に有意な正の関係

が認められる。

　これに対し図３は，ベトナム子会社における環境経営メカニズムの分析

結果である。図３からは，第１に，現地国政府や社会を含む外部要因は，

海外子会社の組織の取り組みに直接作用している関係は見えず，環境戦略

にのみ有意に作用している。企業としての方針や戦略を通して組織が行動

の指示を受け取っていると考えられる。この点は本社分析の結果と同じで

ある。

　第２に，子会社の組織の取り組みは，親会社の取り組みと有意な正の関

係にある。親会社と海外子会社の取り組みには連動性があるのは予想され

た結果である。しかし，親会社の取り組みが海外子会社の環境戦略を通し

て組織に有意に作用している。これは興味深い結果である。なぜなら，海

外子会社による環境経営取り組みは，親会社が直接組織の行動を促すとい

うよりも，海外子会社の環境方針や環境戦略として明確になった時，子会
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社の組織レベルの取り組みが強まることを示しているからである。

　第３に，海外子会社の環境戦略は，本社分析の結果と違って，環境パ

フォーマンスと経済パフォーマンスに有意な作用を及ぼしてはいない。海

外子会社の環境パフォーマンスと経済パフォーマンスに対しては，組織の

取り組みが有意な作用を及ぼしているだけである。この含意は，環境経営

の海外移転には組織がどれだけ環境パフォーマンスに効果を及ぼし，そこ

に有意な関係ができるかが重要であるということである。それは，組織が

いかに実質的な取り組みを行い積極的な環境行動を取っているか示すので

ある。このような組織の行動は，本社ではあれば環境戦略によって，海外

子会社であれば親会社の取り組みによって促進されている。

　第４に，環境パフォーマンス・経済パフォーマンスに対しては，海外子

会社の組織が有意に作用している。しかし，環境戦略からは有意な関係は
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図２　本社の環境経営とパフォーマンス

図３　海外子会社の環境経営とパフォーマンス



認められなかった。つまり，これは海外子会社の組織的取り組み実践が環

境効果のみならず経済効果ももたらすことを示している。これは環境経営

の取り組みが費用節約的で経済効果を高めていることを示唆している。

　このように，日本本社と海外子会社の環境経営メカニズムを比較したと

き，両者に共通するのは，外部要因が組織に直接働きかけるよりも戦略に

働きかけることが重要であることである。その時，組織の環境への取り組

みが強まり，環境パフォーマンスに効果的に作用することが期待できる。

（２）　相　違　点

　他方，本社と海外子会社のメカニズムの相違点としては，海外子会社で

は，政府・市場といった外部要因よりも親会社の取り組みが有効に作用し

ていることである。さらに海外子会社の組織の取り組みを通してパフォー

マンスへの作用が強められている。海外子会社の戦略は経済パフォーマン

スにも環境パフォーマンスにも有意に作用していない。つまり，海外子会

社では外部からの要因は戦略を通して組織に作用することが重要であり，

海外子会社では戦略よりも組織レベルの実質的な取り組みが有意な結果を

もたらすのである。組織の実質的な取り組みが，環境パフォーマンスを高

めるドライビングフォースであると考えられる。

　この結果は，海外子会社では環境戦略がパフォーマンスに有意でないと

いう点で，日本企業本社の分析結果とは表面的には異なる結果である。こ

れについては，次のように解釈することができる。すなわち，日本企業の

本社レベルでの行動を分析すると，環境経営の実践では環境戦略がドライ

ビングフォースとして重要であり，それによって組織が動かされるという

因果的メカニズムが確認された。これに対し海外子会社を対象とした分析

では，子会社の環境戦略はパフォーマンスを規定する力が弱く，むしろ組

織の実践的取り組みによって環境パフォーマンスも経済パフォーマンスも

影響される傾向がある。このとき，海外子会社の組織的取り組みは親会社

の取り組みによって影響されている。親会社は，海外子会社の経営を支配
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し戦略を決定するという意味で影響力がある。親会社から海外子会社の環

境戦略への作用が有意であり，その時の組織の取り組みがパフォーマンス

に効果的なのである。それゆえ，子会社における組織の取り組みは親会社

が実質的にドライビングフォースであることを示唆している。

　言い換えれば，海外子会社では，戦略が重要ではあるが子会社自身の戦

略ではなく戦略機能は実質的に親会社が代行している。そのため海外子会

社レベルでは，組織実践の強さによって有効なパフォーマンスがもたらさ

れ，両者の間に有意な関係が成立する。本社のメカニズムと子会社のメカ

ニズムが異なる点は，かえって環境経営における戦略の重要性を引き立て

ているのである。

　さらに，本社調査での外部要因─組織の関係と同様に，子会社とって外

部要因は組織に直接有意な関係はない。その意味で，規制主義的な政策は

海外子会社の環境パフォーマンスの向上や組織の取り組みには有効とは言

えず，有効性が限られることがわかる。規制主義的な政策は受身的行動を

強めることはあっても主体的な取り組みにつながらないと考えられる。

　われわれの調査対象子会社は，事業経験年数が９年弱と短く研究開発機

能の移転がまだほとんど行われていない。ベトナム子会社による環境への

取り組みは，技術的に改善的な取り組みが主に行われ費用節約的な成果が

得られているとみられる。子会社での技術革新は，実質的な製品開発機能

の移転が行われていないためプロセス革新による改善が成果をもたらして

いるとみられる。

６．　結　　　　　論

　以上の分析から次の点が明らかになった。第１に，図２，図３より多国

籍企業親会社の組織取り組みと海外子会社の組織的取り組みには環境パ

フォーマンスに対して有意な関係が認められる。サプライチェーン全体で

の温室効果ガスの削減や有害廃棄物の削減が求められる状況では，この関

係はますます強まるであろう。この事実から，環境経営の取り組みが進ん
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でいる多国籍企業は海外子会社への環境経営の移転に積極的である，とい

うことができる。

　第２に，海外子会社による環境経営は，子会社による累積的な組織能力

と親会社からの積極的な資源・能力の移転に依存している。環境経営の発

展段階論の考えが多くの研究者によって展開されたが（Hart, １９９５; Kolk 

and Mauser, ２００９），それに従えば，海外子会社でも能力の蓄積は累積的で

ある。海外子会社による環境経営の取り組みはその知識やスキルの獲得に

おいて，多国籍企業である親会社による取り組みと能力蓄積に大きく依存

している。そして同時に，受入側の累積的知識と経験は，新しい技術を理

解する受け手の学習能力を決定する重要な要因である（Zander and Kogut, 

１９９５）。

　第３に，環境経営の取り組みの強化は，環境イノベーションを促進する

ことによって資源生産性などの環境パフォーマンスを高めることが行われ

る。親会社の環境パフォーマンスの向上は経済パフォーマンスにもプラス

に作用する。その意味で子会社の組織能力向上は，潜在的に多国籍企業に

競争優位の強化をもたらし，経済効果の原動力となる。このように知識と

しての環境能力とその実践の移転は，子会社と親会社の相互作用の中で実

施される。

　本稿は，日本企業本社およびベトナム子会社を対象として実施した２つ

の質問票調査に基づいて，環境経営のメカニズムを分析した。この分析か

らはいわゆるポーター仮説が指摘するメカニズムとは異なる結果が得られ

た。われわれの分析はポーター仮説の検証を意味するものではないが，明

らかに異なるメカニズムの存在を示している。それゆえ，これは政策的に

は大いに考慮すべき点である。もちろんわれわれの分析は，日本企業とそ

の海外子会社を対象としている。その意味では限定された条件の下で展開

されたメカニズムの分析結果であり，さらに別の国や企業で分析される必

要がある。また海外子会社の調査対象はベトナムという特定の国を取り上

げており，サンプル数も限られている。こうした点で結論の一般化には限
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界がある。こうした限界はあるものの，環境経営のメカニズムや国際移転

について新しい事実を示唆している。
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